
原発事故が福島県産農産物および同加工品の販売に与えた影響と
今後の市場確保に必要な販売促進策に関する調査研究

研究代表者 地域ブランド戦略研究所 所長 西川 和明

１．調査研究の目的

東日本大震災に起因する福島第一原発事故による放
射線放出・汚染が原因で、農産物と畜産物の出荷規制
が相次いだ。このことにより、「福島県産の野菜、
肉」というだけで販売が困難になる、いわゆる「風評
被害」に遭遇しており、福島県の農林水産業が大きな
危機に直面している。

このような状況下で、放射線による汚染状況がどの
程度なのかを調査し、安全性に問題のないレベルであ
ればどのような販売促進策が考えられるのかを調査研
究するものである。

２．調査研究組織

＜研究代表者＞
西川 和明

３．調査研究計画・方法

�放射線の専門調査研究機関と連携して農家の畑地の
土壌検査および果実そのものの放射線検査を行った。
�新聞の折り込み広告を活用した首都圏での販売マー

ケティングに関する調査を実施した。

４．経過や結果

�販売促進スキーム
福島県の農産物は放射線物質に汚染されているとい

う情報が流布している点に留意し、科学的データに基
づいて放射線量が安全レベルであることを証明するこ
とは当然のことであるが、放射線レベルのデータだけ
では他県産との差別化においてはまだマイナスの状況
にある。放射線量を問題としなければならないのは
我々が全く意図しなかった事項であり、「本県産は品
質面において優れている」ということ自体をアピール
することこそが求められていると考えた。そこで、連
携グループの農家を招集して会議を行い。次の方針を
立てるに至った。

�放射線量に関しては科学的データに基づいて安
全レベルであることを証明する。
�品質検査、すなわち糖度検査を行い一定レベル

以上のものしか出荷しない。

その考えをもとに下図のようなスキームを考案し
た。
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ヤンマー社製 さくらんぼ選果機ST１T_H２２

このスキームは６月に行ったサクランボ出荷に関す
るもので、７月以降は桃、ナシ、ぶどう、りんごなど
へと移行しながら２４年１月ぐらいまで継続して行く。

�糖度検査
サクランボは今まで糖度検査をしたことがなかった

ため、どうやって糖度を測定するかが課題となった。

農家の意見なども聞いた結果、ヤンマーの検査機であ
れば糖度と同時にサイズも測定して自動的に選別して
行くということがわかった。

ヤンマーに震災支援ということで協力を依頼したと
ころ、無償提供してもらうことに決定した。

６月９日に大友農園に機械が設置された。

大友農園に設置された検査機
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サクランボ ブルーベリー モモ プルーン 梨 ぶどう りんご
検査対象農家 安斎農園 大友農園 安斎農園 安斎農園 大友農園 伊藤農園 安斎農園 斎藤農園 伊藤農園 安斎農園 大友農園 伊藤農園

６月
５日ごろ ○ ○
２０日ごろ ○ ○ ○

７月
５日ごろ
２０日ごろ ○ ○ ○

８月
５日ごろ ○ ○ ○
２０日ごろ ○ ○ ○ ○ ○ ○

９月
５日ごろ ○ ○ ○ ○ ○ ○
２０日ごろ ○ ○

１０月
５日ごろ ○ ○ ○ ○
２０日ごろ ○ ○ ○

１１月
５日ごろ ○ ○ ○
２０日ごろ ○ ○ ○

�放射線検査
放射線検査に関しては、川崎市に本社があり、県内

に検査所のある専門検査機関である株式会社加速器分
析研究所に委託することとした。

検査費用は通常であれば１検体あたり２万円するの
であるが、４軒の農家が計画的（下記スケジュール）
に検査するという契約を結ぶことで、１件当たり１万
円とすることに決定した。

サクランボの収穫前である５月２７日に福島市上名倉の農地で土壌の検査を行った。資料�にあるように、
ヨウ素は検出されなかったが、セシウムが１３４と１３７の両方合計で１，０９７ベクレル／�あった。次に、収穫期
の直前にあたる６月６日に、サクランボそのものを研究所に送付し検査を行ったところ、放射性セシウムが
検出されないという結果であった（資料�）

しかし、他の農地で収穫したサクランボからは、セシウム１３４と１３７が合計で６９ベクレル／�検出された
（資料�）。

資料� 福島市上名倉のサクランボ畑の土壌検査結果 資料� 福島市上名倉のサクランボの放射線検査結果
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いずれも食品衛生法の基準以下であることがわかっ
た。
�販促活動

販促活動は、従来はインターネットおよびダイレク
トメールが主たるツールであったが、今回は今までと
状況が異なり、消費者にアピール度の高い形で行って
いく必要があるという認識で、首都圏での新聞折り込
み広告を検討した。民友新聞と読売新聞の広告を手が
けている株式会社福島インフォメーションサービスと
協議を重ね、首都圏で折り込み広告を実施することを
決定した。

６月４日、首都圏において２万２千世帯に対して新
聞の夕刊に折り込み広告を行った。広告を行った地域
は右頁の図のとおりである。広告の内容は、放射線の
専門の検査機関である株式会社加速器分析研究所に委
託して農家ごとに果実の放射線検査を行い、その結果
から食品衛生法の基準に合致していることを確認した
うえで出荷するというものである。その結果１カ月の
間に合計で１０６件、金額にして１００万円近い注文があっ
た。これは予想していなかったほどの成果であった。

なお、フルーツマイスターは特許庁で今年認可され
たばかりの登録商標であり、当研究所が支援する果実
のブランドである。

資料� 別な農地で収穫されたサクランボの検査結果
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地区名 練馬区 目黒区 調布市 大田区 台東区 足立区 世田谷区 新宿区 葛飾区
注文者数 ２ ３ １ １ １０ ５９ １２ ９ ９

（参考資料）
�折り込み広告を行った地域 ※赤で囲いのある地域

読売新聞２０１１年６月４日夕刊に折り込み広告を入れた地域
②読売新聞折り込みを行った地区からの注文状況

合計で１０６件の注文があった。一番多いのが足立区、次が世田谷区と続いている。

HP においても、放射線の専門の検査機関である株
式会社加速器分析研究所に委託して農家ごとに果実の
放射線検査を行い、その結果から食品衛生法の基準に
合致していることを確認したうえで出荷するという内
容で広報を行った。

５．まとめと今後の展望

安全な食品であることをデータで示すことによって
購入に結び付くことがわかった。これは首都圏だけな
ので、今後、関西圏、九州での調査も行いたいと考え
ている。
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�新聞記事

福島民友新聞 ２０１１年６月１４日
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